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の間で依存し依存されながら経済的・社会的活動を担っている（e.g., Pfeffer and Salancik, 
1978）ことから、そうした相互依存関係の網の目が全体としてどのような構造を形づくっ
ており、当該企業がその中でどのような位置づけを占めているのかということが、その企
業自身のパフォーマンスや成長性を規定することになるというのである（e.g., Gulati, Nohria, 























































されてきた（e.g., Ahuja, 2000; Rowly, Behrens, and Krackhardt, 2000; Baum, Calabrese, and 









かつ協調的な取引関係」（embedded ties / closed and cooperative connected relationships）と市場
原理に則った「距離を置いた関係」（arm’s-length relationships）とを適切に組み合わせること
















































































































































仕組みを作り上げることにつながりうる（Uzzi, 1996, 1997）。 
また第二に、強い紐帯においては、お互いに密な接触が保たれていることから、きめ細













                                                  
1 Granovetter (1973) は、「紐帯の強弱」を、「つき合っている期間の長さ（time）、感情的な







の共有が進むことになるのである（若林, 2001, 2006）。 
第二に、上で述べたような状況は、「フリーライダー」問題の発生を防ぎ、メンバー間に




出すこととなる（Walker et al., 1997）。 
第三に、結束型ネットワークの中では、メンバー間で直接的で頻繁なコミュニケーショ
ンが行われることを通じて、リッチで内容の濃い情報や暗黙知の交換が促進されることと
なる（Rowley et al., 2000）。 
以上のような理由から、強い紐帯と結束型ネットワークの議論では、「比較的少数の特定
のアクターとの間で緊密かつ頻繁にコンタクトすることが望ましい」と主張される。実際、










































と幅広くコンタクトすることが望ましい」と主張される。実際、Hargadon and Sutton (1997)




























































































































あった（e.g., Cusumano and Takeishi, 1991; Nishiguchi 1994; Helper and Sako, 1995; Dyer, 1996）。



























ることが重要である（藤本 & トムケ,1998）。Liker，Kamath，Wasti and Nagamachi（1995）
は、この点で日本の自動車メーカーは米国の自動車メーカーに比べて優れているとの質問
票調査の結果を示している。 












































技術開発協業の果たす役割がますます大きくなっているのである（e.g., 近能, 2007a; 近能, 
2007b）。 













































完全に系列と決別したとされる。実際、1999 年 10 月発表の再建計画「リバイバルプラン」














 これを日本の自動車部品取引の構造を極めて単純化した図 1 で説明すると、たとえばサ
プライヤーα社は自動車メーカーA 社と B 社の 2 社と取引関係があるが、サプライヤーγ社












図 1 を挿入 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 


































































































































                                                  
4
複数の筆者インタビューより（2000 年 5 月 9 日、2002 年 2 月 25 日など）。 






























車メーカー各社が競って強化を図っている（藤本, 2006; 近能, 2004）。たとえば、トヨタで























は 92 年 9 月に第４開発センター（主に東富士研究所が担当）を設立し、駆動関係や電子技
術などの要素技術を先行して開発する体制を強化してきた。日産も 2007 年 5 月に日産先進
技術開発センタ （ーNATC: Nissan Advanced Technology Center）を開設し、同社の先行開発機
能を集約し強化している。こうした先行開発重視の姿勢は、サプライヤーとの開発協業に
も及んでおり、先行開発の段階での自動車メーカー・サプライヤー間の協業が強化されて






























































































































































                                                  
11
 2000 年 9 月 15 日筆者インタビューより。 
12
 2000 年 9 月 15 日筆者インタビューより。 
13
 2002 年 7 月 22 日、23 日 日経新聞夕刊「ドキュメント挑戦：モノづくり世界と競う」
より。 
14







































































ある。これは、Levitt and March(1988)が「能力の罠（competency trap）」と命名したのと同様
の現象である。 





                                                  
152001 年 4 月 9 日筆者インタビューより。 








































                                                  
17
複数の筆者インタビューによる（2001 年 1 月 25 日、2001 年 4 月 9 日、2002 年 5 月 9 日な
ど）。 
18
複数の筆者インタビューによる（2001 年 1 月 17 日、2001 年 1 月 25 日など） 
192000 年 5 月 9 日、及び 2002 年 5 月 29 日筆者インタビューより。これは、自動車メーカー
からのコメントである。 
20
自動車メーカー購買担当マネージャーによるコメント（2002 年 5 月 29 日筆者インタビュ




















































































その結果、回収数は 150 社、回収率 44.1％となった。ただし、回答を寄せてくれた企業
であっても、いくつかの質問項目については答えてないケースがあった（各変数のサンプ
ル数については後述する）。私たちは、回答企業と非回答企業との間で、従業員数と資本金
の平均値の差の検定（t 検定）を行った。2 つのグループ間の t 値は、それぞれ従業員数で

















の他の 7 カテゴリーに及び、そのうち機械系アセンブリが全体の 19％を占め、次いで、プ
レス部品 17％、電子・電気部品 14％の順となった。また、サプライヤー各社の主要納入先















































RIMC =  
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ただし、CoP(S)i は、当該サプライヤーが、国際特許分類カテゴリーi において、1999 年
～2003年までの 5年間に主要取引先自動車メーカーとの間で出願した共同特許の数である。
また、CoP(A)i は、当該サプライヤーの主要取引先自動車メーカーが、国際特許分類カテゴ
リーi において、1999 年～2003 年までの 5 年間に出願した共同特許の数である。そして、n





















たとえば、部品サプライヤーα社は、1999 年から 2003 年までの 5 年間に、主要自動車メ





















属具、車両部品）で 3 件、「E05B」（錠、そのための付属具、手錠）で 14 件の共同特許を出













































企業レベルの変数の 2 種類を導入した。 

































 表 2 は、主要変数に関する平均値、標準偏差、およびダミー変数以外の相関係数を示し
ている。 













表 2 を挿入 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
 それから、PATD と PATD*CS、CS と PATD*CS の間には、前者が 0.59、後者が 0.55 の相
関関係が、RIMC と RIMC*CS、CS と RIMC*CS の間には、前者が 0.62、後者が 0.34 の相関
関係があり、いずれも 1％水準で有意であった。このように、本稿の 2 つの説明変数とその
交互作用項の間には非常に高い相関性があり、そのまま通常の重回帰分析を行うと多重共
線性の問題が生じることになる。また、こうした問題を回避するための標準的なやり方で
ある平均値中心化（mean-centering）の手法（e.g., Cronbach, 1987; Aiken and West, 1991）を用
いても、重回帰分析に用いる変数の平均 VIF（Variance Inflation Factor）が 1 を超えてしまい、




PLS 回帰分析は、スウェーデン人の Harman O. A. Wold らによって 1970 年代半ばに開発さ
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展してきた SIMCA-P+ Version 12 を用いて計算を行った。 
 
  表 3 は PLS 回帰分析を行った結果を提示している。モデル a は、PATD、CS、PATD*CS
の 3 つの変数を投入したモデルであり、モデル b は、説明変数として RIMC、CS、RIMC*CS
の 3 つの変数を投入したモデルである。 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
表 3 を挿入 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 
モデル 1 は、全ての変数を投入したベースモデルである。モデル 1(a)では、PATD が有意
ではないものの弱いマイナスの値、CS が 1％水準で強いプラスの値、PATD*CS が 1％水準
で強いプラスの値をとっていた。また、コントロール変数では、TC が 1％水準でマイナス
の値、DPPC が 10％水準で、RSPO が 5％水準で、それぞれ強いマイナスの値をとっていた。
さらに、TOYOTA が 5％水準でプラスの値を、FUJI-HEAVY が 5％水準でマイナスの値を、
それぞれとっていた。一方、モデル 1(b)でも、RIMC が有意ではないものの弱いマイナスの
値、CS が 1％水準で強いプラスの値、RIMC*CS が 1％水準で強いプラスの値をとっていた。
また、コントロール変数も、TC、DPPC、RSPO、TOYOTA、FUJI-HEAVY が、モデル 1(a)
とほぼ同じ傾向を見せていた。 
ただし、モデル 1(a)の修正 R2 は 0.01、1(b)の修正 R2 も 0.04 に留まっており、説明力は
非常に弱かった。R2 と修正 R2 の差が大きく、また t 値の小さい変数が多いことから、説明
力の乏しい変数を多数投入したことが原因だと考えられる。 
そこでモデル 2 では、モデル 1 から企業レベルのコントロール変数を取り除いた。ここ
では、モデル 1 とほぼ同様の結果が得られた。すなわち、モデル 2(a)では、PATD が有意で
はないものの弱いマイナスの値、CS が 1％水準で強いプラスの値、PATD*CS が 10％水準で
プラスの値をとっていた。また、モデル 2(b)では、RIMC が有意ではないものの弱いマイナ








タ以外の大きく 2 つに分け、前者に「1」を与えるダミー変数へと組み替えてある。 
このモデル 3 でも、モデル 1 およびモデル 2 とほぼ同様の結果が得られた。すなわち、
モデル 3(a)では、PATD が有意ではないもののマイナスの値、CS が 1％水準で強いプラスの
値、PATD*CS が 10％水準でプラスの値をとっていた。また、モデル 3(b)では、RIMC が有
意ではないものの弱いマイナスの値、CS が 1％水準で強いプラスの値、RIMC*CS が 1％水
準で強いプラスの値をとっていた。さらに、コントロール変数も、モデル 1 や 2 とほぼ同
じ傾向を見せていた。 
このように、理論的に OPS に影響を及ぼしうると考えられるコントロール変数を全て投




モデルの説明力は大幅に向上した。モデル 3(a)の修正 R2 は 0.13、F 値は 2.20 であり、F 検
定の結果は 5％水準で有意であった。また、3(b)の修正 R2 は 0.16、F 値は 2.57 であり、こ





















デルで説明変数のパラメーターと t 値の傾向が一貫していた。 
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第二に、CS は、OPS に対して、いずれのモデルでも 1％水準で強いプラスの影響を及ぼ












第四に、TOYOTA ダミーは、OPS に対して、いずれのモデルでも 1％水準で強いプラス
の影響を及ぼしていた。つまり、トヨタを主要顧客とするサプライヤーは、そうでないサ
プライヤーに比べて、財務パフォーマンスに優れる傾向が見られたのである。 































































































































タイム生産方式の導入を指導し、それを定着させていった（和田, 1984; 植田, 1989）。また、
他の自動車メーカーでも、トヨタのこうしたやり方を取り入れ、70 年代後半以降、取引先
サプライヤーへのジャスト・イン・タイム生産方式の導入を本格的に進めていった（宇田
川他, 1995; 植田, 1998）。実際、Liberman, Sako, Wada, and Demeester (1997)では、日本の上場
サプライヤー41 社に関する 1965～1991 年の有価証券報告書データを基に統計分析を行い、
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変数 n 平均 標準偏差
1 OPS 85 4.24 4.29 1 -0.08 -0.01 0.28 *** 0.20 * 0.09 0.01 -0.05 0.00 -0.27 *** -0.03 -0.16 * -0.24 ** -0.02 -0.04 0.03
2 PATD 148 0.67 0.47 -0.08 1 0.08 -0.13 * -0.11 0.59 *** 0.20 ** -0.08 0.07 0.28 *** 0.00 0.07 0.05 0.22** -0.12 -0.03
3 IMC 107 0.11 0.19 -0.01 0.08 1 -0.09 0.62 *** -0.10 0.01 -0.04 0.03 0.14 * 0.24 ** 0.06 0.10 0.11 -0.04 -0.07
4 CS 126 0.39 0.31 0.28 *** -0.13 * -0.09 1 0.34 *** 0.55 *** 0.40 *** -0.23 *** -0.15 * -0.23 *** 0.00 0.04 -0.22 *** 0.20* 0.16* 0.33**
5 RIMC*CS 95 0.04 0.10 0.20 ** -0.11 0.62 *** 0.34 *** 1 0.08 0.05 -0.12 -0.08 -0.10 0.15 * -0.02 0.02 0.06 0.10 0.07
6 PATD*CS 124 0.23 0.30 0.09 0.59 ** -0.10 0.55 *** 0.08 1 0.43 *** -0.18 ** -0.09 -0.01 -0.06 0.03 -0.10 0.31** 0.12 0.18*
7 SCS 130 8.35 1.76 0.01 0.20 ** 0.01 0.40 *** 0.05 0.43 *** 1 -0.14 * -0.09 0.02 0.02 -0.04 -0.05 0.79** -0.19* 0.40**
8 NRC 136 7.60 9.30 -0.05 -0.08 -0.04 -0.23 *** -0.12 -0.18 ** -0.14 * 1 0.04 -0.09 -0.08 -0.17 ** -0.04 -0.19* 0.09 0.00
9 CSG 120 0.13 0.35 0.00 0.07 0.03 -0.15 * -0.08 -0.09 -0.09 0.04 1 0.14 * -0.02 0.10 0.06 0.00 -0.01 -0.06
10 TC 149 3.45 0.79 -0.27 *** 0.28 *** 0.14 * -0.23 *** -0.10 -0.01 0.02 -0.09 0.14 * 1 0.00 0.09 0.25 *** 0.07 -0.04 -0.01
11 DSPC 126 0.26 0.24 -0.03 0.00 0.24 ** 0.00 0.15 * -0.06 0.02 -0.08 -0.02 0.00 1 0.49 *** 0.19 ** -0.09 -0.18* 0.07
12 DPPC 134 0.45 0.30 -0.16 0.07 0.06 0.04 -0.02 0.03 -0.04 -0.17 0.10 0.09 0.49 *** 1 0.08 -0.09 -0.11 0.04
13 RSPO 133 0.36 0.29 -0.24 ** 0.05 0.10 -0.22 *** 0.02 -0.10 -0.05 -0.04 0.06 0.25 *** 0.19 ** 0.08 1 0.11 0.10 -0.13*
14 TS 128 10.05 1.65 -0.01 0.19 *** 0.15 * 0.24 *** 0.09 0.30 *** 0.80 *** -0.17 ** 0.00 0.07 -0.09 0.10 0.11 1 0.07 -0.14 *
15 RNCS 128 0.22 0.27 -0.04 -0.12 * -0.04 0.16 ** 0.10 0.12 * -0.19 ** 0.09 -0.01 -0.04 -0.18 *** -0.11 0.10 -0.03 1 -0.20*
16 PST 130 0.29 0.27 0.03 -0.03 -0.07 0.33 *** 0.07 0.18 ** 0.40 *** 0.00 -0.06 -0.01 0.07 0.04 -0.13 * -0.18* -0.20* 1
*はp<0.10、 **はp<0.05、***はp<0.01

















PATD -0.40 0.65 -0.40 0.65 -0.45 0.65
IMC -0.13 0.07 -0.13 0.07 -0.14 0.07
CS 1.97 2.51 *** 2.04 2.61 *** 1.97 2.46 *** 2.04 2.60 *** 2.20 2.49 *** 2.25 3.00 ***
PATD*CS 0.69 1.24 * 0.69 1.41 * 0.77 1.44 *
IMC*CS 4.99 2.68 *** 5.01 2.42 *** 5.51 2.57 ***
SCS 0.01 0.28 0.01 0.29 0.01 0.28 0.01 0.29
NRC -0.01 0.29 -0.02 0.30 -0.01 0.29 -0.02 0.30
CSG 0.03 0.04 0.03 0.04 0.03 0.04 0.03 0.05
TC -0.77 1.89 ** -0.80 1.81 ** -0.77 1.89 ** -0.80 1.82 ** -0.86 1.71 ** -0.88 1.80 **
DSPC -0.28 0.23 -0.29 0.23 -0.28 0.23 -0.29 0.23
DPPC -1.19 1.56 * -1.23 1.55 * -1.19 1.80 ** -1.24 1.78 ** -1.33 1.81 ** -1.36 1.76 **
RSPO -1.81 2.28 *** -1.87 2.09 ** -1.81 2.66 *** -1.88 2.35 *** -2.02 2.55 *** -2.07 2.38 ***
MS 0.53 1.19 0.55 1.23 0.53 1.21 0.55 1.26
EE -0.04 0.11 -0.04 0.11 -0.04 0.10 -0.04 0.11
MPC 0.64 1.02 0.67 1.06 0.65 1.01 0.67 1.05
PC -0.35 0.50 -0.36 0.55 -0.35 0.51 -0.36 0.55
PP 0.23 0.24 0.24 0.25 0.23 0.24 0.24 0.25
MCC 0.10 0.18 0.10 0.19 0.10 0.18 0.10 0.19
Toyota 1.09 1.77 ** 1.13 1.71 ** 1.09 2.16 ** 1.13 2.04 ** 1.22 2.32 *** 1.24 2.04 **
Nissan 0.42 0.38 0.43 0.39 0.42 0.39 0.44 0.40
Honda -0.09 0.31 -0.10 0.32 -0.09 0.30 -0.10 0.32
Mitsubishi -0.97 0.72 -1.01 0.74 -0.98 0.71 -1.01 0.73
Mazda -0.53 0.55 -0.55 0.55 -0.53 0.58 -0.55 0.58
Suzuki -0.55 0.88 -0.57 0.91 -0.55 0.88 -0.57 0.91
Fuji-Heavy -1.18 1.66 ** -1.23 1.75 ** -1.19 1.60 * -1.23 1.70 **
Isuzu -0.63 0.99 -0.65 1.00 -0.63 1.01 -0.66 1.01
TS -0.03 0.26 -0.03 0.27
RNCS -0.31 0.66 -0.32 0.67
PST 0.30 0.18 0.31 0.19
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